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国立研究開発法人国際農林水産業研究センター（以下「JIRCAS」という。）は、熱帯1 
又は亜熱帯に属する地域その他の開発途上にある海外の地域（以下「開発途上地域」と2 
いう。）における農林水産業に関する技術上の試験及び研究を行うことにより、これらの3 
地域における農林水産業に関する技術の向上に寄与してきたところである。 4 
第１期中期目標期間（平成 13年度～平成 17 年度）では、世界の貧困と飢餓の削減を5 

掲げた「国連ミレニアム開発目標」1)の採択等の情勢を考慮しつつ、開発途上地域の農林6 
水産業の持続的発展のための研究開発、国際的な研究交流及びネットワークの拡大等に7 
取り組んだ。 8 
第２期中期目標期間（平成 18年度～平成 22年度）では、多国間共同研究体制の構築、9 

国際農業研究協議グループ（以下「CGIAR」という。）2)傘下の研究機関等国際的にトッ10 
プレベルにある研究機関との共同研究を推進するとともに、センターにおけるすべての11 
研究をプロジェクト方式とし、機動的な研究体制を構築した。また、平成 20 年度には、12 
旧独立行政法人緑資源機構の海外農業開発事業を承継し、現場での活動を強化した。 13 
第３期中期目標期間（平成 23年度～平成 27 年度）では、資源環境管理、食料安定生14 

産、農村活性化を重点研究分野とするプログラム・プロジェクト体制を構築し、研究資15 
源を重点的に投入する旗艦プロジェクトを設けて研究を推進した。さらに、研究成果普16 
及のためのプロセスの強化や実験材料の安全管理を徹底するための体制を整備した。 17 
本中長期目標期間においては、これまでの取組や「農林水産研究基本計画」（平成 2718 

年３月 31日農林水産技術会議決定）を踏まえ、開発途上地域における持続的な資源・環19 
境管理技術の開発、熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発、開発途上20 
地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発に資する研究、を重点研究分野とし21 
て位置づけ、重点的な研究資源の配分を行うとともに、研究開発成果の最大化に向けた22 
研究マネジメント改革を推進する。また、開発途上地域における技術開発のニーズ・シ23 
ーズを的確に把握するとともに、我が国の政策に即応した研究開発を推進するため、国24 
際的な農林水産業に関する情報の収集、分析及び提供に係る業務を強化する。 25 
これらの取組により、我が国における国際農林水産業研究を包括的に行う唯一の試験26 

研究機関として、関係機関との連携体制を強化するとともに、開発途上地域を対象とす27 
る研究開発に関して中核的な役割を担い、世界的な食料問題解決を通じた我が国の食料28 
安定供給に寄与していく。 29 
 30 
第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 31 
１．政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクル 3)の強化 32 
（１）政策の方向に即した研究の戦略的推進 33 
ア 国際的な情勢や我が国の政策の動向に即して、研究課題、研究推進方策等を設定34 
し、研究開発を戦略的に推進する。 35 

イ 研究課題の進捗管理は、研究に先立って各年次の具体的な達成目標を記載した工36 
程表を作成し、これに基づいて行う。 37 
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ウ 研究課題の評価は、中長期計画の達成状況を基に、外部の専門家・有識者等を活1 
用しながら、適正かつ厳格に実施する。 2 

エ 評価結果や社会情勢の変化等を踏まえ、「選択と集中」を徹底し、研究課題の変更、3 
強化、中止等、必要に応じた見直しを行う。 4 

 5 
（２）法人一体の評価と資源配分 6 
ア 業務の運営状況及び研究の進捗状況について、法人一体として自ら適切に評価・7 
点検する仕組みを設けるとともに、評価・点検結果を踏まえて適切に計画を見直す8 
ことにより、PDCA サイクルを強化する。当該評価は、農林水産省が設定する評価9 
軸及び指標等に基づき行う。 10 

イ 評価結果によって予算・人員等の研究資源を的確に配分するシステムを構築・運11 
用し、研究を推進する。また、理事長の裁量による研究職員への効果的なインセン12 
ティブの付与や研究環境の充実を図る。 13 

ウ 中長期計画の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金14 
等の外部資金の獲得に積極的に取り組む。 15 

エ 主務大臣による評価結果等については適時・適切に業務運営に反映する。 16 
 17 
２．産学官連携、協力の促進・強化 18 
ア 国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大学、民間企業等との連携・調整機能19 
を強化し、情報及び人的交流を積極的に推進する。 20 

イ グローバル・フードバリューチェーン戦略 4)等の政府方針等に即して、国内外の21 
研究ネットワークを活用した連携を強化する。 22 

ウ 農業･食品産業技術総合研究機構(以下「農研機構」という。)、森林総合研究所、23 
水産総合研究センター等との、技術シーズや人材活用を含めた協力関係を強化する。 24 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の立地特性を活かし、農研機構が実施する農業生物資源ジー25 
ンバンク事業や育種研究、他の研究機関が推進する我が国の農林水産業の発展に資26 
する研究業務に協力する。 27 

 28 
３．知的財産マネジメントの戦略的推進 29 
 30 
（１）知的財産マネジメントに関する基本方針の策定 31 
ア 農林水産研究知的財産戦略等を踏まえ、開発途上地域における研究開発成果の社32 
会実装を促進するための知的財産マネジメントに関する基本方針を見直す。 33 

 34 
（２）知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装の促進 35 
ア 研究開発の企画・立案段階から終了後の一連の過程において知的財産マネジメン36 
トに取り組む仕組みを構築・運用する。 37 
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イ 研究開発成果を地球公共財（Global Public Goods）5)として開発途上地域で活用1 
する観点を含め、成果の権利化・秘匿化・公知化等の取扱いや実施許諾等に係る方2 
針を検討し、研究成果の社会実装の迅速化や知的財産管理の円滑化を図る。 3 

ウ 知的財産マネジメントに関する基本方針に基づき、戦略的な知的財産管理のため4 
に必要な取組を実施する。 5 

 6 
４．研究開発成果の社会実装の強化 7 
 8 
（１）研究開発成果の公表 9 
ア 研究開発成果は、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等によ10 
り積極的に公表する。その際には、権利化の可能性、秘匿化の必要性等を十分検討11 
する。 12 

 13 
（２）技術の普及に向けた活動の推進 14 
ア 研究成果のデータベース化・マニュアル化や、生産者・企業・普及組織等が利用15 
可能な形で研究成果を紹介すること等を通じ、成果の迅速な普及を図る。 16 

イ 成果の利活用が見込まれる国や地域において、関係機関等と連携し、成果の普及17 
に向けた活動を行う。 18 

ウ JIRCAS が行う研究開発により、我が国の企業、生産者等が活用できる技術シー19 
ズや知見が得られた場合には、事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援20 
等を積極的に行う。 21 

 22 
（３）広報活動の推進 23 
ア 我が国及び関係国において、JIRCAS の業務への理解を増進し、知名度を向上さ24 
せる観点から、広報戦略を策定し、戦略的な広報活動に取り組む。 25 

イ プレスリリース・取材対応等、メディアを有効に活用するとともに、刊行物の発26 
刊、メールマガジンの発信、外部イベントへの出展など、多様な媒体・機会を活用27 
して情報発信を行う。 28 

ウ 現地ワークショップや説明会を通じて、研究分野やターゲットに応じた効果的な29 
情報発信を行う。 30 

 31 
（４）国民との双方向コミュニケーション 6) 32 
ア シンポジウムやセミナーの開催、見学や技術相談への対応等を通じて、効果的な33 
双方向コミュニケーションを進める。 34 

イ JIRCAS の活動に対する国民の声を把握するとともに、理解を増進するため、一35 
般公開や、外部イベントへの出展・サイエンスカフェ・出前授業等のアウトリーチ36 
活動に積極的に取り組む。 37 
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ウ 共同研究の相手機関や研究対象地の所在国政府等と連携し、研究実施地域の住民1 
の理解を得るための取組を推進する。 2 

 3 
（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と公表 4 
ア 独立行政法人化以後の主要な研究開発成果について、フォローアップ調査を計画5 
的に実施し、ウェブサイト等で公表する。 6 

イ JIRCAS の研究開発成果や活動が、我が国及び開発途上地域の農業や社会の発展7 
に果たしてきた貢献について広く国民に認知されるよう、ウェブサイト等を活用し8 
て情報発信する。 9 

 10 
５．行政部局等との連携強化 11 
ア 行政部局のニーズに対応するため、研究の設計から成果の普及・実用化に至るま12 
での各段階において、関係行政部局との情報交換を密に行うとともに、毎年度の成13 
果検討会議等に関係行政部局の参加を求める。 14 

イ 行政部局の要請に対応するため、緊急時対応を含む連携や各種連絡会議、シンポ15 
ジウムの開催、専門家派遣等に協力する。 16 

ウ 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、JIRCAS の高い専門知識が必要とされ、17 
他の機関では実施が困難な分析及び鑑定を実施する。 18 

エ 他の国立研究開発法人、大学、国公立機関、民間、海外機関等から講習生、研修19 
生を積極的に受け入れ、人材育成や技術水準の向上に貢献する。 20 

オ 国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関や学会等の委員会・会21 
議等に職員を派遣するなど、要請に応じて活動に協力する。 22 

 23 
６．研究業務の推進（試験及び研究並びに調査） 24 
 25 
（１）研究の重点化及び推進方向 26 
ア 「別添」に示した研究を重点的に推進する。 27 
イ 国内外の関係機関との情報交換や相互連携体制の整備に努め、開発途上地域、先28 
進諸国、CGIAR 等の国際研究機関、NGO7)等民間団体、国際的な研究ネットワーク29 
等と連携して効果的な国際共同研究を推進する。 30 

ウ 他の農林水産関係国立研究開発法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究31 
資源を活用した共同研究等を効率的に推進する。 32 

エ 理事長インセンティブ経費等を活用し、目的基礎研究 8)を推進する。 33 
オ 目的基礎研究の推進にあたっては、農林水産研究基本計画に示された基本的な方34 
向に即しつつ、JIRCAS が実施する意義や有効性等を見極めて課題を設定するとと35 
もに、将来のイノベーションにつながる技術シーズの創出や異分野融合による新た36 
な研究展開に寄与する先駆的研究としての発展可能性を重視する。さらに、進捗状37 
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況を評価し、研究方法の修正や研究課題の中止等、適切な進行管理を行う。 1 
 2 
（２）国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 3 
ア 国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給、栄養改善4 
及びフードシステムに関する現状分析、将来予測及び研究成果の波及効果分析を実5 
施する。 6 

イ 開発途上地域での農林水産関連の研究開発や、我が国が進めるグローバル・フー7 
ドバリューチェーン構築等の施策に貢献するため、国内外関係機関との連携や重点8 
地域への職員派遣により、国際的な食料・農林水産業及び農山漁村に関する情報や9 
資料を継続的、組織的、体系的に収集、整理するとともに、国内外の研究者や行政10 
機関、企業等に広く提供する。 11 

ウ 国内の関係機関間の組織的な情報交流を強化するため、「持続的開発のための農林12 
水産国際研究フォーラム（J-FARD）9)」を運営する。 13 

 14 
第２ 業務運営の効率化に関する事項 15 
 16 
１．経費の削減 17 
 18 
（１）一般管理費等の削減 19 

業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人件費を除く。）については毎年度平20 
均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費については毎年度平均で少なくとも対21 
前年度比１％の抑制を行うことを目標に、削減する。 22 
 23 
（２）調達の合理化 24 
ア 定量的な目標や具体的な指標を含む「調達等合理化計画」を、毎年度 6 月までに25 
策定し、着実に実行するとともに、毎年度の実績評価の際、自己評価を行う。 26 

イ 特殊で契約相手が特定される場合など随意契約を適用できる事由の明確化、単価27 
契約の拡大等により、公正性を確保しつつ、研究開発物品の調達の迅速化を図る。 28 

ウ 農研機構との間で共同調達、落札価格情報の共有などの連携を進め、効率化を図29 
る。 30 

 31 
２．組織・業務の見直し・効率化 32 
 33 
（１）組織・業務の再編 34 
ア 中長期目標の達成や PDCA サイクルの強化に向けて、組織・研究体制や業務を柔35 
軟に見直す。 36 

イ 法人内の情報システムの整備など業務の電子化を進めるとともに、テレビ会議シ37 
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ステムや ICTを活用した業務効率化を図る。 1 
ウ 上記の取組により、適切な人員配置と業務の最適化を図る。 2 

 3 
（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する計画） 4 

研究施設・設備整備については、老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、整備し5 
なければ研究推進が困難なもの、老朽化が著しく改修しなければ研究推進に支障をきた6 
すもの、法令等により改修が義務付けられているものなど、業務遂行に真に必要なもの7 
を計画的に整備するとともに、利用を促進し、利用率の向上を図る。 8 
 9 

平成 28年度～平成 32年度施設、設備に関する計画【調整中】 10 
（単位:百万円） 11 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究施設の整備 

研究援助施設の整備 

機関維持運営施設の整備 

その他業務実施上必要な施設・設備の整備等 

 

  

合 計   

 12 
 13 
第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 14 
 15 
１．予算 16 

平成28年度～平成32年度予算【調整中】 17 
                                        （単位：百万円） 18 

区    分 

資源環境

管理研究

業務 

農産物安

定生産研

究業務 

高付加価

値化研究

業務 

情報収集

分析業務 
計 法人共通 合計 

 

 収 入 

  運 営 費 交 付 金         

  施設整備費補助金 

  受 託 収 入         

    寄 附 金 収 入        E 

  諸 収 入         

 

    計 
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 支 出 

    業 務 経 費        E 

    A施 設 整 備 費        E 

    A受 託 経 費        E 

    A一 般 管 理 費        E 

    A人 件 費        E 

 

    計 

       

 1 
２．収支計画 2 

平成28年度～平成32年度収支計画【調整中】 3 
                                          （単位：百万円） 4 

区    分 

資源環境

管理研究

業務 

農産物安

定生産研

究業務 

高付加価

値化研究

業務 

情報収集

分析業務 
計 法人共通 合計 

 

 費用の部 

     経常費用 

         A人 件 費     E 

         A業 務 経 費     E 

         A受 託 経 費     E 

         一般管理費 

         減価償却費 

     財務費用 

     臨時損失 

 

 収益の部 

     運営費交付金収益 

     A諸 収 入        E 

     A受 託 収 入        E 

     A寄 附 金 収 益        E 

     資産見返負債戻入 

     A臨 時 利 益        E 

 

 A純 利 益    E 

 前中期目標期間繰越積立
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金取崩額 

 A総 利 益    E 

 1 
３．資金計画 2 

平成28年度～平成32年度資金計画【調整中】 3 
                                          （単位：百万円） 4 

区        分 資源環

境管理

研究業

務 

農産物

安定生

産研究

業務 

高付加

価値化

研究業

務 

情報収

集分析

業務 

計 
法人 

共通 
合計 

 

 資金支出 

   業務活動による支出 

   投資活動による支出 

   財務活動による支出 

   次期中期目標の期間への繰越金 

 

 資金収入 

   業務活動による収入 

      運営費交付金による収入 

       受託収入 

        寄附金収入 

      その他の収入 

     投資活動による収入 

        施設整備費補助金による収入 

        その他の収入 

     財務活動による収入 

        その他の収入 

   前中期目標期間からの繰越金 

       

 5 
４．自己収入の確保 6 
ア 外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により、自己収7 
入の確保に努める。 8 

イ 自己収入の増加が見込まれる場合には、増加見込額を充てて行う新規業務の経費9 
を見込んで運営費交付金の要求を行い、認められた場合には当該新規業務を実施す10 
る。 11 

 12 
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５．保有資産の処分 1 
 2 
現有の施設・設備について自主点検を行い、利用率の低いものについては、その改善3 

の可能性等の検討を行ったうえ、保有の必要性が認められないものについては適切に処4 
分する。 5 
 6 
第４ 短期借入金の限度額 7 
 8 
中長期目標の期間中の各年度の短期借入金は、4億円を限度とする。 9 
想定される理由：年度当初における国からの運営費交付金の受入れ等が遅延した場合10 

における職員への人件費の遅配及び事業費等の支払遅延を回避するため。 11 
 12 
第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の13 

処分に関する計画 14 
なし 15 

 16 
第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 17 
なし 18 

 19 
第７ 剰余金の使途 20 
 21 
開発途上地域の農林水産業を対象とする研究戦略策定のための調査、情報技術利用高22 

度化のための機器の整備、広報の充実、研究用機器の更新・購入等に使用する。 23 
 24 
第８ その他業務運営に関する重要事項 25 
 26 
１．ガバナンスの強化 27 
 28 
（１）内部統制システムの構築 29 
ア 理事長のリーダーシップの下、役職員の担当業務、権限及び責任を明確にする。30 
また、役員会及び運営会議等において、迅速かつ的確な意思決定の補佐及び意思伝31 
達を行う。 32 

イ 指揮命令系統を明確化し、JIRCAS の方針や決定事項について速やかに所内に周33 
知・実施する体制を整える。 34 

ウ 研究活動における不適正行為を防止するため、海外での研究活動に起因する事象35 
を含め、JIRCAS の業務遂行の障害となる要因（リスク）を識別、分析、評価し、36 
適切な対応を実施するため、リスク管理体制を整備し、リスクの発生防止及び発生37 
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したリスクへの適切な対応に努める。 1 
 2 
（２）コンプライアンスの推進 3 
ア JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する4 
役職員の意識向上を図るため、研修や教育訓練等を実施する。 5 

イ 政府が示したガイドライン等を踏まえ、研究活動における不適正行為を防止する6 
ための職員教育や体制の整備を進める。 7 

 8 
（３）情報公開の推進等 9 
 公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、「独立行政10 
法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 13年法律第 140号）等に基づき、11 
情報公開を積極的に推進し、情報開示請求に対しては適切に対応する。 12 

 13 
（４）情報セキュリティ対策の強化 14 
ア 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」を踏まえ、情報セキュ15 
リティー・ポリシーを適切に見直し、サイバーセキュリティの強化に取り組む。 16 

イ 情報セキュリティ対策の実施状況を評価し、情報セキュリティ対策の改善に反映17 
する。 18 

ウ 保有する個人情報や技術情報を適切に管理する。 19 
 20 
（５）環境対策・安全管理の推進 21 
ア 薬品管理システム等を活用し、化学物質等の適正管理に努める。 22 
イ 生物材料等の適正入手・適正管理に関する教育訓練等を通じて、職員の管理意識23 
の向上を図るとともに、法規制のある生物材料については適正管理を徹底する。 24 

ウ 法人内で使用するエネルギーの削減を図る。また、廃棄物等の適正な取扱を職員25 
に確実に周知し、法人全体でリサイクルの促進に取り組む。 26 

エ 職員の安全衛生意識の向上に向けた教育・訓練、職場巡視などモニタリング活動27 
を実施し、作業環境管理の徹底を図る。また、ヒヤリハット事例等を活用した事故28 
等の未然防止活動に取り組む。 29 

オ 職員の防災意識の向上を図るとともに、必要な設備の設置、管理を行う。また、30 
災害等緊急時の対応体制を整備する。 31 

 32 
２．研究を支える人材の確保・育成 33 
 34 
（１）人材育成プログラムの実施 35 
ア 研究管理者や研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を育成するため、人材36 
育成プログラムを見直し、それに基づく取組を実施する。 37 
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イ 研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を計画的に育成するためのキャリア1 
パス 11)を構築する。 2 

ウ 行政部局等との人的交流、知識の習得や技能の向上を図るための各種研修の開催、3 
外部機関等が行う研修の活用等により、職員の資質向上を図る。 4 

 5 
（２）人事に関する計画 6 
ア 業務の着実な推進のため、必要に応じて職員を重点的に配置するなど、柔軟で適7 
切な人事配置を行う。 8 

イ クロスアポイントメント制度 12)、テニュア・トラックを付した任期付制度や再雇9 
用制度、公募による採用等、多様な制度を活用し、JIRCAS の業務推進に必要な人10 
材の確保に努める。 11 

ウ 優秀な女性・若手職員を積極的に採用するとともに、女性の幹部登用、ワークラ12 
イフバランス推進等の男女共同参画の取組を強化する。 13 

 14 
（３）人事評価制度の改善 15 
ア 関係規程や業績評価マニュアル等を整備し、公正かつ透明性の高い業績及び能力16 
評価システムを運用するとともに、人事評価結果を適切に処遇等に反映する。 17 

イ 研究職員については、研究業績、研究成果の社会実装、運営業務への貢献等、多18 
角的な観点に基づく業績評価を実施する。 19 

 20 
（４）報酬・給与制度の改善 21 
ア 役職員の報酬・給与については、国家公務員や民間企業の給与水準等を勘案した22 
支給水準とする。 23 

イ クロスアポイントメント制度など多様な雇用体系に柔軟に対応できる報酬・給与24 
制度の導入に取り組む。 25 

ウ 透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、給与水準に係る検証結果や取組状26 
況を公表する。 27 

 28 
３．主務省令で定める業務運営に関する事項 29 

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期30 
中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当する。 31 
  32 
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[別添] 試験及び研究並びに調査に係る研究の推進方向 1 
 2 
１．開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 3 
温暖化や環境劣化等、深刻化する地球規模的課題に対処するため、アジアおよびアフ4 

リカ地域を中心とする開発途上地域において、現地研究機関等と共同で技術開発を進め5 
るとともに、農家圃場での実証試験や現地普及組織等との連携を通じて技術の普及定着6 
を図る。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 7 
 農業分野からの温室効果ガスの排出抑制のために、節水灌漑や耕畜複合によるメタン8 
発生抑制システムの開発と炭素収支の評価を行い、さらに、洪水等の極端現象や温暖化9 
等の気候変動に対処し、被害を軽減するための技術を開発する。【重要度：高】※１ 10 
降水量が不安定で植生の劣化が進む河川流域および問題土壌や土壌劣化が深刻化する11 

地域において育種、栽培、土壌、水管理の観点から作物の収量を持続安定させるための12 
対策技術を開発し、普及モデルとともに示す。 13 
窒素肥料の有効利用および耕地からの亜酸化窒素の排出抑制のため、生物的硝化抑制14 

作用を活用した育種素材を開発する。 15 
 16 
２．熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 17 
食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に向けて、低肥沃度や乾燥18 

等の不良環境のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地19 
域を対象として、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行うとともに、マニ20 
ュアルや解説資料等を作成し、品種開発関係者や行政部局、農民に対する開発技術の速21 
やかな普及を図る。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 22 
アフリカにおいて、食用作物遺伝資源の多様性の利用技術、及び栽培環境に適応した23 

高い生産性や地域の嗜好性に適応した作物育種素材を開発するとともに、有機物や水等24 
の地域資源を有効に活用した作物生産・家畜飼養技術等を開発する。【重要度：高】※2 25 
低肥沃度、干ばつ、塩害等の不良環境に適応可能な高生産性作物を作出するための基26 

盤技術を開発するとともに、先導的な育種素材の開発及び開発途上地域の圃場での評価、27 
利用技術の開発に取り組む。 28 
広域に伝搬する作物病害虫防除に向け、移動性害虫や媒介虫の発生生態解明に基づく29 

防除技術を開発するとともに、JIRCAS が構築した研究ネットワークを活用して病害抵30 
抗性品種を育成する。 31 
 32 
３．開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 33 
経済成長に対応した開発ニーズの高まっているアジア地域において、環境と調和した34 

持続性の高い農林水産業の実現による農山漁村開発を支援し、農民の所得向上に貢献す35 
るため、多様な地域資源の活用と、新たな高付加価値化技術を開発する。具体的には、36 
以下の研究を重点的に実施する。 37 
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高品質な生産物の確保とフードバリューチェーン構築を目指し、高付加価値化が見込1 
まれる農林水産物の評価手法を開発し、高付加価値化に必要な加工・流通技術を開発す2 
るとともに、消費者ニーズの解明、流通システムの改善による付加価値の向上を図る。3 
【重要度：高】※3 4 
資源循環型で持続性の高い農林水産業を確立するため、農産廃棄物等の未利用バイオ5 

マスからの糖質生産と高度利用技術を開発し、実用化するとともに、中山間農村におけ6 
る高付加価値化を目指した持続的な生産技術と多様な資源の活用技術を開発する。また、7 
森林資源の育成･保全と生産木材の高付加価値化のための技術及び、生態系と調和した人8 
工林の生産性向上のための技術を開発する。水産資源の持続的利用を目指し、効率的な9 
養殖技術を開発し、生態系と調和した資源の活用を図る。 10 
これらの取組は国際研究ネットワークを積極的に活用して推進し、我が国及び現地の11 

民間企業等と連携し技術の体系化と技術移転を加速化する。また、農民等への普及を目12 
指した技術マニュアルの作成や技術の展示、地域の加工流通業者への技術移転のための13 
情報提供を進める。 14 
 15 
 16 
〈重要度等の解説〉 17 
※１【重要度：高】：IPCC13)の第 5 次評価報告書において、将来、気候変動に対する適18 

応が限界を超える可能性があり、効果的な適応策に緩和策を合わせた対19 
策が強靭な社会や持続可能な開発を促進させることが示されており、経20 
済活動で農業分野が大きな割合を占める開発途上地域での対策が極め21 
て重要であるため。 22 

※２【重要度：高】：SDGs14)の目標において、｢飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養23 
改善を実現し、持続可能な農業を促進すること｣が示されており、栄養24 
不足人口が多く農業生産性が低いアフリカでの食料問題の解決に向け25 
た取り組みが極めて重要であるため。 26 

※３【重要度：高】：グローバル・フードバリューチェーン戦略（平成 26 年６月）にお27 
いて、農林水産分野においても付加価値の高いフードバリューチェーン28 
の構築が求められていることが示されており、その取り組みを通じて農29 
民の所得向上に貢献することが極めて重要であるため。 30 

 31 
  32 



16 
 

JIRCAS中長期計画 用語解説 1 
番号 用 語 意  味 

１） 国連ミレニアム開

発目標 

国連ミレニアム・サミット（2000 年 9 月）で採択された国

連ミレニアム宣言に基づき設定された、2015 年までに達成

すべき 8つの開発分野における国際社会共通の目標。 

２） 国際農業研究協議

グループ

（CGIAR） 

Consultative Group on International Agricultural 
Research (CGIAR）。 

国際農林水産研究に対する長期的かつ組織的支援を通じて、

開発途上国における食糧増産、農林水産業の持続可能な生産

性改善により住民の福祉向上を図る目的で 1971 年に設立さ

れた国際的な協議組織。 

３） PDCA サイクル Plan(計画)、Do(実行）、Check(評価)、Action(改善）の４段

階を繰り返すことで、業務を継続的に改善する手法。 
４） グローバル・フー

ドバリューチェー

ン戦略 

産学官連携で生産から製造・加工、流通、消費に至るフード

バリューチェーンの構築を推進し、日本の食産業の海外展開

と成長、食のインフラ輸出と日本食の輸出環境の整備、経済

協力との連携による途上国の経済成長を実現していく戦略 

５） 地球公共財 
（ Global Public 
Goods） 

国・地域を越えて世界的に裨益する成果。 

６） 双方向コミュニケ

ーション 

研究成果等を一般の方々に分かりやすく説明するとともに、

一般の方々の期待や不安、懸念等の声を真摯に受け止め、そ

の後の研究開発や実用化のプロセスに活かしていくための

双方向のコミュニケーション。 

７） NGO Non-Governmental Organization。開発、貧困、平和、人

道、環境等の地球規模の問題に自発的に取り組む非政府・非

営利組織。 
８） 目的基礎研究 研究者の独創的アイディアや純粋基礎研究の成果を基に、農

林水産業・食品産業分野における技術革新や新事業の創出な

ど、将来のイノベーションにつながる技術シーズを開発する

ための出口を見据えた基礎研究。 

９） 持続的開発のため

の農林水産国際研

究 フ ォ ー ラ ム

（J-FARD） 

開発途上国の農林水産業に関する情報交換、協調、連携を図

るためのフォーラム。平成 16 年設立。 

10） セグメント 法人の内部管理の観点や財務会計との整合性を確保した上

で、少なくとも、目標及び評価において一貫した管理責任を

徹底し得る単位。 

11） キャリアパス ある職位に就くまでに経験すべき業務や身につけるべき能

力の順序や計画。 

12） クロスアポイント

メント制度 

研究者等が、大学や公的研究機関、民間企業等の間で、それ

ぞれと雇用契約関係を結び、各機関の責任の下で業務を行う
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ことが可能となる仕組み。 

13） 気候変動に関する

政 府 間 パ ネ ル 
(IPCC) 

人為起源による気候変動・影響・適応・緩和方策に関し、科

学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行う

ことを目的として、1988 年に世界気象機関（WMO）と国

連環境計画（UNEP）により設立された組織。 
14） 持続可能な開発目

標（SDGs） 
Sustainable Development Goals。「国連持続可能な開発サ

ミット（2015 年 9 月）」で採択された「我々の世界を変革す

る：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に掲げられ

た 17 の目標と 169 のターゲット。 
 1 
 2 


